(別紙様式１)
令和　　年　　月　　日

障害者雇用状況調書
（障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和３５年法律第１２３号）第４３条第７項に基づき雇用状況の報告を義務付けられている事業者以外の事業者で障害者を常用（直接的かつ恒常的に）雇用している場合用）

所在地　　○○市○○区○○町○丁目○番○号
商号又は名称　　株式会社○○○○
代表者　　代表取締役　　○○　○○

令和　　年　　月　　日現在
	区　　　　　　　　　　　分
	合　　計
	事　業　所　別　の　内　訳

	①　事業所の名称
	
	
	
	
	
	

	常用雇用労働者数
	②
	常時雇用する労働者の総数
（短時間労働者を除く）
	
	
	
	
	
	

	
	③
	短時間労働者の数
	
	
	
	
	
	

	
	④
	常用雇用労働者の数　（注４）
（②＋③×0.5）
	
	
	
	
	
	

	
	⑤
	除外率（％）　（注５）
	
	％
	％
	％
	％
	％

	
	⑥
	法定雇用障害者数の算定の基礎となる労働者の数（④－④×⑤）　（注４、注６）
	
	
	
	
	
	

	常用雇用身体障害者、知的障害者及び精神障害者数
	⑦
	重度身体障害者である常時雇用する労働者の数（短時間労働者を除く）
	
	
	
	
	
	

	
	⑧
	⑦以外の身体障害者である常時雇用する労働者の数（短時間労働者を除く）
	
	
	
	
	
	

	
	⑨
	重度身体障害者である短時間労働者の数
	
	
	
	
	
	

	
	⑩
	⑨以外の身体障害者である短時間労働者の数
	
	
	
	
	
	

	
	⑪
	重度身体障害者である特定短時間労働者の数
	
	
	
	
	
	

	
	⑫
	身体障害者の数　（注４）
（⑦×2＋⑧＋⑨＋（⑩＋⑪）×0.5）
	
	
	
	
	
	

	
	⑬
	重度知的障害者である常時雇用する労働者の数（短時間労働者を除く）
	
	
	
	
	
	

	
	⑭
	⑬以外の知的障害者である常時雇用する労働者の数（短時間労働者を除く）
	
	
	
	
	
	

	
	⑮
	重度知的障害者である短時間労働者の数
	
	
	
	
	
	

	
	⑯
	⑮以外の知的障害者である短時間労働者の数
	
	
	
	
	
	

	
	⑰
	重度知的障害者である特定短時間労働者の数
	
	
	
	
	
	

	
	⑱
	知的障害者の数　（注４）
（⑬×2＋⑭＋⑮＋（⑯＋⑰）×0.5）
	
	
	
	
	
	

	
	⑲
	精神障害者である常時雇用する労働者の数（短時間労働者を除く）
	
	
	
	
	
	

	
	⑳
	精神障害者である短時間労働者の数
	
	
	
	
	
	

	
	㉑
	精神障害者である特定短時間労働者の数
	
	
	
	
	
	

	
	㉒
	精神障害者の数　（注４）
（⑲＋⑳＋㉑×0.5）
	
	
	
	
	
	

	
	㉓
	雇用障害者数　計　（注４）
（⑫＋⑱＋㉒）
	
	





	
	
	
	

	㉔　障害者雇用率（㉓÷⑥×１００）　（注７）
	％
	　




注１　常時雇用する労働者とは、雇用契約の形式の如何を問わず、雇入れのときから１年を超えて勤務する者（見込みを含む。）をいう。ただし、常時雇用する労働者数の算定に当たって、一週間の所定労働時間が20 時間未満の労働者は常時雇用する労働者としては考慮しないものとする。
注２　短時間労働者とは、常時雇用する労働者のうち、週所定労働時間が30時間未満である者をいう。
注３　特定短時間労働者とは、注１のただし書きにおいて考慮しないとした労働者のうち、週の所定労働時間が１０時間以上である者をいう。
注４　④⑥⑫⑱㉒及び㉓欄は、少数第1位まで記載すること。
注５　⑤欄には事業の種類に係る除外率を記載すること（別表参照）。
注６　⑥欄には④欄の数に⑤欄の除外率を乗じて得た数（その数に１人未満の端数があるときはその端数を切り捨てた数）を④欄の数から控除した数を記載すること。
注７　㉔欄は、小数第３位で四捨五入し、小数第２位まで記載すること。
注８　雇用障害者の、障害者手帳等の写し（障害の有無を確認するため）及び健康保険被保険者証等の写し（常勤雇用であることを確認するため）を添付すること。
注９　事業所全てを書ききれない場合は別葉とすること。
[bookmark: 3000000004000000000000000000000000000000]
別表
	除外率設定業種
	除外率

	非鉄金属第一次製錬・精製業
貨物運送取扱業（集配利用運送業を除く。）
	百分の五

	建設業
鉄鋼業
道路貨物運送業
郵便業（信書便事業を含む。）
	百分の十

	港湾運送業
警備業
	百分の十五

	鉄道業
医療業
高等教育機関
介護老人保健施設
介護医療院
	百分の二十

	林業（狩猟業を除く。）
	百分の二十五

	金属鉱業
児童福祉事業
	百分の三十

	特別支援学校（専ら視覚障害者に対する教育を行う学校を除く。）
	百分の三十五

	石炭・亜炭鉱業
	百分の四十

	道路旅客運送業
小学校
	百分の四十五

	幼稚園
幼保連携型認定こども園
	百分の五十

	船員等による船舶運航等の事業
	百分の七十

	備考　除外率設定業種欄に掲げる業種のうち林業（狩猟業を除く。）、特別支援学校（専ら視覚障害者に対する教育を行う学校を除く。）及び船員等による船舶運航等の事業以外の業種は、日本標準産業分類（令和５年総務省告示第２５６号）において分類された業種区分によるものとする。
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